
総 合 福 祉 部 会  第 12回

H232151  資料 7

第 1期 作業チーム報告 (医 療 )

I.は じめに

本 チーム は、障害者の権 利 に関す る条約 を我が国が批准す るにあた り、

精神 障害者 の非 自発 的な入院や身体拘束が、「精神保健福祉法 」、「医療

観察法」等で法的に規 定 され ていること等が、人権保護上問題が あるの

では、 とい う視 点に立 ち、障害者の医療 に関連す る現行法体 系 を廃止 ま

たは抜本的に見直 し、諸法の法改正、制度構築、財政措置の実施が法 的

に担保 され るべ く、検討 を行 つた。

1 第 1期 (H22.10～ 12月 )に おける検討事項

テー マ :障害者権 利条約 の考 え方 を踏 まえなが ら、医療 につ いて、

特 に精神医療 を中心 に検討 した。

(1)議論 に当た つては、以下 を前提 と した。

・ 障害者権利条約の考 え方

・ 障が い者制度改革推進会議の第一次意見及 び これ を踏 まえた閣議

決定

・ 障害者基本法の改正 に向 けた推進会議 での議論
口 総合福祉部会での議論

(2)医 療・合 同作 業チーム では、医療 に関 して、推進会議 および総合

福祉部会 で、今後、以下の ことを検討す る うえで活用 され る論 点整

理 を行 つてい く。
日 障害者基本法改正
口 総合福祉法の制定

・ 個別分野の制度改正

Ⅱ.医療・合 同作業チームにおける結論

1 障害者基本法改正に関連 して

障害者基本法 に盛 り込むべ き内容 と して、以下の事項が確認 した。
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(1)い わゆ る 「社会 的入院」 を解 消 し、 自立 (自 律 )し た生活及 び地

域社会への包摂のための施策の根拠 となる規定 を設 ける こと。

「保護 と収容」を優先す る これ までの我が国の障害者施策の結

果生まれ た 「社会 的入院」 を解消す るためには、閉鎖 された空間

か ら自立 (自 律 )し た生活への移行 をサポー トし、地域社会へ包

摂す るための施策 を展開す ることが必要で ある。障害者基本法 に

おいて、 この よ うな施策の根拠 とな る規 定 を設 けるべ きで ある。

また、現 時点で確保 され ている精神病床の削減 を前提 と した必要

最小限の病床確保 に向けた、国の責務 と しての施策の実施の根拠

とな る規定 を設 けるべ きである。

(2)医 療保護入院 に係 る同意 を含 む 「保護者制度」 を解 消す るための

根拠 となる規定 を設 けること。

精神障害者 に関 し、本人の 自己決定権 を尊重す る とともに家族

の負担 を軽減す るためには、医療保護入院 に係 る同意 を含む 「保

護者制度」について、 これ を抜本的に見直 し、例 えば、司法機 関

や地 方公 共 団体 等 の公 的機 関が 責任 を負 う制 度 に改 め る ことが

必要 である。障害者基本法 に、 この よ うな趣 旨とそのための施策

の根拠 となる規定 を設 けるべ きで ある。

(3)強 制 的 な入院 は人権 保護 の 点か ら原則 と して認 め られ な い こと

を確認 し、人権制約が行われ る場合 には、その実施が例外 的に最大

限 の人権 の保護 を確 保 した上 での適 正 手続 を保障す る規 定 を設 け

る こと。

精神科病院への入院や施設への入所は、本人の 自由な意思 に基

づいて行われ る ことが原則 であるべ きではないか 、 これ は、「自

己決定権」 とい う最 も重要 な基本的人権 の一つである。 したが つ

て、強制的な入院 は、原則 と して禁止 し、やむ を得ず措置入院が

行われ るよ うな場合 においては、この基本的人権の手続 的な保障

と しての障害のない人 との平等 を基礎 と した実効性の ある「適正

手続」が履行 され なけれ ばな らない。例 えば、司法 、行政等の第

三者 が 当該 措置 を人権 配 慮 の点か ら責任 も つて実施 す る等 の本

人の権 利擁護のための仕組みが必要 であ り、障害者基本法 に、障

害者の 自己決定権の理念 と、適正手続保障の根拠 とな る規定 を設

けるべ きで ある。また、 このために精神保健福祉法、医療観察法

等 関連法体 系の抜 本 的 な見直 しを国の責務 と して実施す る根 拠
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(4)

とな る規定 を設 けるべ きである。

精神 医療 の質の 向上 に努め る ことの根拠 とな る規定 を設 ける こと。

精 神 医療 の提 供 に 当た って は、一般 医療 と同様 、 イ ン フォー ム

ド・ コンセ ン トを得 るとい う原則 を徹底す る とともに、身体拘束や

閉鎖空間での処遇等の行動制限 を極小化す るべ きである。このため

には、非 自発的入院 を削減 して い くこと、入院 ニーズ を十分 に精査

した うえで必要最低限かつ適正な病床数 まで精神病床 を削減 し、そ

の上 で、必要最小限の病床 に対 して、行動制 限の極小化 に見合 つた

人員配置 を行 い、精神 医療 に充てる人員の標準 を一般 医療 よ り少な

く設定 している現行の基準 を改め る ことが必要 である。また、病床

削減 に伴 い、往診 日外来受診 を含む医療体制の強化 と福祉サー ビス

の強化による地域生活の支援体制 を強化すべ きである。 さ らに、急

性期等の精神医療 に携わ る医師 、看護師 、コメデ ィカル等 の仕事 の

質 を確保す るための指針の整備等 とともに、障害者基本法 において、

この よ うな施策の根拠 となる規定 を設 けるべ きである。

こう した施策 を国の責務 と して実施すべ く、法 的、制度 的、財政

的な措置 を国が実施す る根拠 となる規定 を設 けるべ きで ある。

一般 医療 にお ける問題 点の解 消 に努 め る ことの根拠 とな る規 定 を

設 ける こと

一般 医療 に お いて も適 正 手続 きの保 障が な い状況 で行 動制 限が

行われている状況が あ り、医療提供 に当た つての人権確保の必要性

は精神 医療 に とどま らない。

また、精神障害者が身体合併症治療のため に一般医療 を受 ける必

要が生 じて もその円滑な提供がな され ない ことが あ り、こう した事

態の改善が必要 で ある。障害 を理 由 とす る差別 な しに必要 な医療が

自 らの選択 によつて受 け られ る ことは、精神 医療の範囲 に とどま ら

ず不可欠な ことである。障害者基本法 において、 この よ うな問題点

を解 消す る施策の根拠 となる規 定 を設 けるべ きで ある。

上記の論 点に係 る障害者基本法の改正の検討 は、同法の「障害者

の福祉 に関す る基本 的施策」の「医療等」に関す る部分の条項改正

のみ な らず、同法の 「基本理念」に係 る条項 の改正 をは じめ と して

同法の他の部分 に関す る議論 にも、当然 に及ぶ必要が ある と考 える。

(5)
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2-1 精神 医療 の法体 系の あ り方 について

11/19会合において、座長メモ (下 記の点線枠内参照)に 基づき議論

が行われたが、精神医療の法体系のあり方については、以下の ①、②

のように意見が分かれた。

①  精神医療は医療を受ける者本人の自発的意思に基づいて提供され

る (精神医療を一般医療と区別 しない)こ とを法体系の基本としたう

えで、やむを得ず非自発的入院や行動制限が行われる場合における人

権確保のための適正な手続を定める法律 (適正手続法)を 設けるべき

という意見。

②  精神医療に関 し、さらには精神障害者を支援する保健施策も含めて、

自発的意思に基づ くことを原則とし、非自発的入院や行動制限が行わ

れる場合には人権確保のための適正な手続が必要なことは当然であ

るが、法体系としては、精神医療に特化 した法律を存置させるべきと

いう意見。

く第 2回 合 同作業チーム (H22.11.19)配 布資料「座長」メモ よ り〉

精神障害者 に必要 な支援 は、当然 なが ら医療 に留ま らず 、

保健 (入 院 とな らないよ う未然防止す るための支援、退院直

後の支援等 )と 福祉 (住 居確保 、所得保障、就労支援等 )の
サ ー ビス や支 援 が個 々の障害 者 の ニー ズ に則 して相互 に連

携 して提供 され な けれ ばな らないのではないか。

特 に精神 医療 に関 しては、医療 と福祉が混在 し制度上の間

題 を多 く含 ん で いる精 神 保健 福 祉 法 を人権 的な視 点 も含 め

抜本 的に改正す るか、又は新法の制定 を検討す る必要が ある

のではないか。

(※  た とえば、医療法等の一般 的な医療法制 、地域保健法等

の保健法制 、総合福祉法等の福祉法制 に精神障害者 に関す る規

定 を取 り込む ことを法体系の基本 と し、精神障害者 固有の事情

に基 づ く人権尊重、非 自発 的入院 口隔離拘束の際 に取 るべ き適

正な手続 、第三者機 関によるチ ェック等の必要性 を満たすため

に、上記の新法又は抜本改正 した精神保健福祉法 に規定 を置 く

ことと しては どうか。)
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2-2 精神病院における認知症患者の受け入れについて

精神病院における認知症患者の受け入れについては、以下の①、②の

ように意見が分かれた。

① 社会的入院の解消によって削減 した精神病床を、認知症患者に転換

することを認めるべきではない。そのことによって、再度社会的入院

を助長する可能性がある。

③  精神科医は、認知症については、専門的観点から対応すべきである。

認知症患者に積極的に関わつている民間精神病院は多い。従つて、今

後その対応について検討していきたい。

3 地域生活支援・地域移行に関する議論の整理

【社会的入院の解消】

● 権利条約の批准に鑑み、国の重要施策として、精神科病床の削減

と社会 的入院の解消 に取 り組 まな けれ ばな らない。実施 にあた つ

ては、国が年次計画 を示す とともに十分な財政措置 を講 じ、これ

を踏 まえて、都道府 県が ロー ドマ ップを作成 し、精神保健福祉セ

ンター・保健 所が積極 的な役割 を果た しつつ医療圏域毎 に計画的

に進 め る。

これ と並行 して、精神 障害者の地域移行 に不可欠である住居の確

保 と生活支援サー ビスの提供 を行 う地域生活の基盤 づ くりを、国

の責任 に基づ き財政措置 を伴 って進 め る。

都道府 県による入院措置 がな された措置入院患者 については、所

管保健所が関与 して個別 に退院計画 を立て、可能 な限 り早期 に退

院がで きるよ う図るもの とす る。この際、相談支援事 業者等 と連

携 を取 り、退院後の地域 生活 を支援す るための体制 を確保す る こ

とが必要。

【退院す る人 を地域 で支 える地域移行支援 システムの構築】

● 長期入院 によ り施設外 での生活が困難 とな っている人や、入退院

を頻繁 に繰 り返す人は、社会生活のための集 中的な トレーニ ング

を必要 と してお り、各個人の状況に応 じた地域移行計画 を用意 し

なけれ ばな らない。多角的な社会適応訓練 を含 め、地域移行が円
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滑 に進み 地域 生活 が維 持 で きるよ う支援体 制 を構 築す る必要 が

ある。その実施 に当た つては、“医療 モデル "と して心 身機能 の

損傷への治療や訓練 に偏す ることな く、生活の実態 に基づ く二一

ズ を基礎 とす る “社会モデル "に 基 づ く生活支援 ない し「福祉サ

ー ビス」を重視 し、精神障害者本人 を中心に して、医療 と福祉の

連携 した システム を構築 してい くことが必要 である。

相談対応 を含 む生活支援 を充実す る こと (た とえば、 24時 間つ

なが る電話 による相談 を含む )は 、特 に退院後間 もない精神障害

者 につ いては、必要不可欠である。

【上記システムを構築するに当た り、従来の障壁の解消が必要】

○地域移行を妨げてきた理由

①  昭和 63年 から施行された精神保健法に精神障害者社会復帰施設が

盛 り込まれたが、そのほとんどを民間に委ねた上、十分な財政支出が

伴わなかつたため、地域の受け皿として大きな広が りを見せていない。

夕1え ば、精神障害者生活訓練施設 (援護寮)に ついて見ると、施行後

約 20年 経過 した平成 18年度においても 300か所 (4,400人 分)の 整備

に、また施行後 15年 を経過 した居住サー ビス (グループホーム、ケ

アホーム)利 用者は 13432人 (平 成 21年 8月 )、 居宅介護 (ホ ームヘ

ルプ)サー ビス利用者は 23856人 (平 成 21年 8月 )に とどまる。

②  地域住民の反対運動等を含め国民の間に偏見が根強 く残っており、

社会資源の整備が進まず、退院後の住まいの確保が困難な現状がある。

○地域移行を推進 し、病院→地域の道筋を作るには相当規模の予算が必

要とな り、人権の視点から財源 (基 盤整備)の 確保が急務。

① 地域移行のための仕組みである地域移行支援に財政措置 (ハ ー ド整

備、人材確保、人材育成)を 講 じる。

②  自立訓練等の提供とともに、安心 して駆け込み身をおける居場所と

しての機能も併せ持つシェルター (ド ロップインセンター)を 設ける。

また、地域移行後の住居・生活の場の基盤整備 と生活費用の確保が

必要。

【地域移行を推進するには住居確保は最重要課題】

● 長期入院を余儀なくされ、そのために住居を失 うもしくは家族と

疎遠になり、住む場がない人には、民間賃貸住宅の一定割合を公

営住宅として借 り上げるなどの仕組みが急務である。

● グループホームも含め、多様な居住サー ビスの提供を、年次目標
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を提示 しなが ら進めるべきである。

● 医療費扶助、住宅扶助等の要件を緩和すれば、不安な く地域移行

を進められる。その際、福祉事務所など公的機関は合理的配慮を

もって円滑に支援を行 うことが重要である。

● 賃貸物件の公的保証人制度の確立と運用も重要である。

【地域移行に必要な生活支援】

● 入院生活でパターン化された単調な生活 リズムから、変化に富ん

だ地域の生活に順応するには、地域の中で相当の月日をかけた生

活支援が必要となる。

● 精神障害者が調子を崩 したとき、家族との関係が一時的に悪化 し

たとき等に、入院を防 ぐあるいは再発予防のための ドロップイン

センターが地域支援の拠点として必要である。

● ドロップインセンターでは必要時にす ぐに使えるレスパイ トや

ショー トステイサー ビスが用意 されることが重要である。

● 回復前期や調子を崩 した時に気軽に利用できるさまざまな居場

所の確保が地域で必要である。

【地域移行支援に必要な人材育成】

● 地域生活移行を促進するには、人権擁護の重要性をよく理解 した

支援者人材が必要不可欠であり、集中的な人材育成を行 うことが

急務である。

● たとえば、経験が入院患者のケアに限られている人材について、

期間を定めて再教育を行い、訪間によるケアなど地域生活支援を

になう人材として活用することなどが考えられる。

● また、入院をせざるを得ない場合でも、必要最低限の入院治療後、

早急に退院させ、地域において医療 と福祉の連携による支援を講

じていくことが基本となることを徹底させる。

● 地域移行支援ならびに地域生活支援において、ピアサポー トは重

要な支援であるので、当事者同士がサポー トしやすい環境を整備

する必要がある。

【地域移行に必要な就学支援】

● 在学中もしくは就職直後に発症 し、青年期を入院等の治療で過 ご

さざるを得なかった人に、再就学を希望する人への支援の手だて

も必要である。

● 若年発症で思春期に入院 した人には、特に就学支援の手だてが必
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要である。

【地域移行に必要な就労支援】

● 精神障害者の多くが将来働きたいと表明 している。地域生活移行

後の就労支援や合理的配慮は生活支援と同様、重要な位置を占め

る。就労を希望する精神障害者には、従来の福祉的就労に限らず

企業や働 く場での支援の強化が必要である。

【当事者の主体性の尊重】

● 精神障害者本人の主体性を尊重することが何よりも重要である。

● 十分な情報を提供されたうえで、当事者が自ら選べることが重要

である。

Ⅲ.お わ りに

障害者総合福祉法の論点整理 で、 「多 くの社会 的入院 を抱 える精神科

病棟や、入所施設か らの大規模 な地域移行 を進め るためには、特別 な プ

ロジェク トは必要か」、との課題が投 げか け られ て いるが、ま さに今後 、

プ ロジ ェク トを形成必要 が あるか否か につ いての議論 が必要 と考 える。

さらに、地域 での生活、就労 、地域 医療 な ど、総合福祉法 において対

応すべ き事項が、数 多 くある といえる。従 つて、社会移行 を実現す るた

めの システム と して、住 宅、あるいは生活訓練 な どの問題 を示 して きた

が、 これ らの事項 は総合福祉法で担保 され る必要が あ り、各作業部会 に

おいて、精神障害者 固有の問題 についての議論が求め られ る ところで あ

る。

第 2期 においては、医療 を中心 に論点整理 を行 うこととな るが、地域

医療の領域 な どでは、精神 医療 について も触れ る必要が ある。今後 、そ

の他 に精神 医療領域の問題 についての議論の必要が生 じた場合 には、推

進会議 (親会議 )や総合福祉部会本体 において議論す るべ きである。
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付記

1月 25日 の部会 での発言 および委員か ら提 出文書 に示 され た主な意見

口 精神病院の可視化、透 明性が確保 され る医療改革 を求め る。

一般市 民の 目か ら見 て精神 医療の内容が不明瞭で分か りに くい。入

院患者 に とって良 い治療 、重度化 しない治療が行われ るよ うモニタ リ

ングの システム並 びに相談支援 の制度化が提案 され ているが、その仕

組みが よ りよ く機能す るよ う、 もう一歩踏み込んだ提案 を望む。

口 強制 医療、強制入院 は前提 と して犯罪 である とい う認識。すでにノ

ル ウェー では精神保健法廃上 に向か って議論が始 ま つている。これ は

政府の姿勢 と して もその方 向 とい うことであ り、決 して精神保健法廃

止が非現実的 とい うことではない。

・ 非 自発的入院 につ いては、障害が あろ うと他 の もの と平等 な手続 き

を求め る ことが重要 ではあるが、同時にその実態要件 も議論す る必要

が あ り、刑法の緊急避難の法理が適用 され るべ きと考 える。すなわ ち

いか な る適 正手続 き も犯 罪 を正 当化 し得 な いの で違法性 阻却 の論 理

しかない。

自立支援医療の負担問題 につ いては、 自己負担分 につ いては 0に す

べ きではないか。

また 自立支援医療 を精神病院入院 に使 えるよ うにすべ きか否か も医

療合 同作業チームで検討す るよ う求め る。

精神障害者 、難病 、身体障害者の地域移行 によつて医療保険か ら総

合福祉法 (仮 称 )へ の移行 となるので、財源 の変換が壁 とな つてお り、

どう医療保険か らの一定の基金拠 出 を求めるか 、につ いて も検討の必

要が ある。

「座長」 メモは、何 も精神障害に関 してだ けではない。 1期 は、精

神障害の医療 につ いて討議 した ことは承知 しているが、 2期 に も「座

長」メモで指摘す るのか 、工 夫が必要 、また周 囲 に対 して理解 を得 る

方策 も必要で ある。
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